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〔税額の計算〕
①  勤続年数は、２９年６か月ですから１年未満の端数
を切り上げて３０年となります。

②   「源泉徴収のための退職所得控除額の表」によって、
「勤続年数」が「３０年」で「一般退職の場合」の退
職所得控除額を求めると１,５００万円となります。

③  退職手当等の金額から退職所得控除額を控除した
残額を２分の１して課税退職所得金額を求めます。

   （１,７００万円－１,５００万円）×  ＝１００万円

④   「退職所得の源泉徴収税額の速算表」の「税額」
欄に算式が示されていますので、この算式に従って
税額を計算します。

（１００万円×５％）×１０２．１％＝５１,０５０円
これがその退職手当等から源泉徴収をする所得税及び復興特別所得税の額です。

退職所得の源泉徴収税額の速算表（平成２９年分）

   （注）   課税退職所得金額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。また、求めた税額に

     １円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。

 居住者又は内国法人に支払う報酬・料金等の源泉徴収事務は、原稿料、講演料、技芸・スポーツ・知識等
の教授・指導料、税理士報酬、外交員報酬、出演料、ホステスの報酬などの報酬・料金等の支払者が、その
支払の際に一定の税率により所得税及び復興特別所得税を徴収して納付する事務です。
 源泉徴収の対象とされている報酬・料金等の範囲及び税額の計算方法は、次の表のとおりです。
 なお、給与等の支払がない個人又は常時２人以下の家事使用人のみに対して給与等を支払う個人は、次表
の９に掲げるホステスなどの報酬・料金を支払う場合を除き、源泉徴収を行う必要はありません（所法
１８４、２０４②）。

（源泉徴収のための退職所得控除額の表）

１
２

第４ 報酬・料金等の源泉徴収事務

課 税 退 職 所 得 金 額課 税 退 職 所 得 金 額 所得税率 控 除 額 税 額 ＝ × －

１，９５０，０００ 円以下

１，９５０，０００円超３，３００，０００ 〃

３，３００，０００  〃 ６，９５０，０００ 〃

６，９５０，０００  〃 ９，０００，０００ 〃

９，０００，０００  〃 １８，０００，０００ 〃

１８，０００，０００  〃

５％

１０％

２０％

２３％

３３％

４０％

―

９７，５００円

４２７，５００円

６３６，０００円

１，５３６，０００円

２，７９６，０００円

（Ａ）×５％） ×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

（Ａ）×１０％－ ９７，５００円

（Ａ）×２０％－ ４２７，５００円

（Ａ）×２３％－ ６３６，０００円

（Ａ）×３３％－１，５３６，０００円

（Ａ）×４０％－２，７９６，０００円

所得税率 控 除 額 税 額 ＝ × －

１，９５０，０００ 円以下

１，９５０，０００円超３，３００，０００ 〃

３，３００，０００  〃 ６，９５０，０００ 〃

６，９５０，０００  〃 ９，０００，０００ 〃

９，０００，０００  〃 １８，０００，００ 〃

４０，０００，０００ 〃

４０，０００，

１８，０００，０

，０００  〃

５％

１０％

２０％

２３％

３３％

４０％

―

９７，５００円

４２７，５００円

６３６，０００円

１，５３６，０００円

２，７９６，０００円

（Ａ）×５％） ×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

×１０２.１％

（Ａ）×１０％－ ９７，５００円

（Ａ）×２０％－ ４２７，５００円

（Ａ）×２３％－ ６３６，０００円

（Ａ）×３３％－１，５３６，０００円

（Ａ）×４０％－２，７９６，０００円

（

（ ×１０２.１％）

）

）

）

）

）（

（

（

（

（

４５％ ４，７９６，０００円 ×１０２.１％（Ａ）×４５％－４，７９６，０００円％ ０ ×１０２.１％（Ａ）× ％－ 円）（

    （注）  この設例は「退職所得の受給に関する申告書」が提出されている場合の例ですが、この申告書が提出
されていない場合には、退職手当等の収入金額に２０.４２％を乗じた税額を源泉徴収することになります
（所法２０１③、復興財確法２８②、３１①②）。
なお、この申告書は、税務署長から提出を求められるまでの間は、源泉徴収義務者が保存するものと
されています（所規７７⑦）。

Ⅳ 税額の求め方（平成２９年分）

⑴　勤続期間 昭和６２年１０月１日就職～平成２９年３月３１日退職
⑵　退職手当等の金額 １,７００万円（一般退職手当等）
⑶　退職の理由 定年退職

（設例）
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）

）

）

）

）（

（

（

（

（
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Ⅰ 居住者に対して支払う報酬・料金等 （所法２０４、２０５、所令３２０、３２１、３２２、措法４１の２０、
  復興財確法２８、３１）

１ （注）  報酬・料金等の名目であってもその内容が給与等又は退職手当等に該当する場合は、給与等又は退職手当等と
して源泉徴収をします（所法１８３、１９９、２０４②一）。

      ２ 報酬・料金等には、物品その他の経済的利益により支払うものも含まれます。
      ３  報酬・料金等の金額の中に消費税及び地方消費税の額が含まれている場合であっても、消費税及び地方消費税

の額を含めた金額が源泉徴収の対象となる報酬・料金等の金額となります。ただし、報酬・料金等の支払を受け
る者からの請求書等において、報酬・料金等の額と消費税及び地方消費税の額とが明確に区分されている場合には、
その報酬・料金等の額のみを源泉徴収の対象とする金額として差し支えありません（平元直法６－１（最終改正
平２６課法９－１））。

      ４  報酬・料金の支払者が、その支払を受ける人の旅行、宿泊などの費用を負担する場合も源泉徴収の対象となり
ますが、その費用を報酬・料金の支払を受ける人に支払わず、交通機関やホテルなどに直接支払い、かつ、その
金額がその費用として通常必要であると認められる範囲内であれば、源泉徴収をしなくて差し支えありません（基
通２０４－４）。

源 泉 徴 収 の 対 象 と な る 報 酬 ・ 料 金 等 税 額 の 計 算 方 法

１ 弁護士、税理士などの業務に関する報酬・料金

弁護士（外国法事務弁護士を含みます。）、公認会計

士、税理士、計理士、会計士補、社会保険労務士、弁

理士、企業診断員、測量士、測量士補、建築士、建築

代理士、不動産鑑定士、不動産鑑定士補、技術士、技

術士補、火災損害鑑定人、自動車等損害鑑定人の業務

に関する報酬・料金

支払金額×１０.２１％

ただし、同一人に対して１回に支払う金額が１００万円を

超える場合には、その１００万円を超える部分については、

２０.４２％

２ 司法書士、土地家屋調査士、海事代理士の業務に関

する報酬・料金
（支払金額－１万円）×１０.２１％

１０.２１％

１０.２１％

３ 外交員、集金人、電力量計の検針人の業務に関する

報酬・料金
その月中の
報酬・料金 － １２万円－その月中の給与等の額 ×

４ 原稿料、講演料など

原稿料、挿絵料、作曲料、レコードやテープの吹込

料、デザイン料、放送謝金、著作権の使用料、著作隣

接権の使用料、講演料、技芸・スポーツ・知識等の教

授・指導料、投資助言業務に係る報酬・料金、脚本料、

脚色料、翻訳料、通訳料、校正料、書籍の装丁料、速

記料、版下の報酬など 支払金額×

ただし、同一人に対して１回に支払う金額が１００万円を

超える場合には、その１００万円を超える部分については、

２０.４２％

２０.４２％

５ 次に掲げる職業運動家等の業務に関する報酬・料金

職業野球の選手、プロサッカーの選手、プロテニス

の選手、プロレスラー、プロゴルファー、プロボウラ

ー、自動車のレーサー、競馬の騎手、モデルなど

６ 芸能人などに支払う出演料等

（注）一般の人に支払うラジオやテレビ放送の出演料

も含まれます。

７ 芸能人の役務の提供を内容とする事業の報酬・料金

８ プロボクサーの業務に関する報酬・料金 （支払金額－５万円）×

９ バー・キャバレー等のホステス、バンケットホステ

ス・コンパニオン等の業務に関する報酬・料金

（支払金額－控除額）×

（注）控除額＝（５，０００円×支払金額の計算期間の日数）

－その計算期間の給与等の額

１０ 役務の提供を受けることを約することにより一時に

支払う契約金

（注）例えば、技術者を採用する際に支払う支度金な

ど

支払金額×

ただし、同一人に対して１回に支払う金額が１００万円を

超える場合には、その１００万円を超える部分については、

１１ 事業の広告宣伝のための賞金 （支払金額－５０万円）×

１２ 社会保険診療報酬支払基金が支払う診療報酬 （支払金額－月２０万円）×

１３ 馬主に支払う競馬の賞金 ｛支払金額－（支払金額×２０％＋６０万円）｝×

１０.２１％

１０.２１％

１０.２１％

１０.２１％

１０.２１％

１０.２１％
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第５ 配当所得の源泉徴収事務

 居住者又は内国法人に支払う配当所得の源泉徴収事務は、剰余金の配当、剰余金の分配など（法人税法
に規定する適格現物分配に係るものを除きます。以下「配当等」といいます。）や配当等とみなされるいわ
ゆるみなし配当の支払者が、その支払の際に次に掲げる区分の税率により所得税及び復興特別所得税を徴収
して納付する事務です（所法２４、２５、１７４、１８１、２１２、措法８の３、９の２、９の３、９の３の２、
復興財確法２８、３１）。

３７の１１の６、

 （注）  みなし配当とは、①非適格合併、②非適格分割型分割、③資本の払戻し、④残余財産の分配、⑤自己株式の取得等（自
己株式の取得、出資の消却等、組織変更）により受けた金銭その他の資産の交付が、配当とみなされるものをいいます。

 なお、株式又は出資に係る配当等については、その支払の確定した日（株主総会の決議で定められた剰余
金の配当等についての効力を生ずる日など）から１年を経過した日までに支払がない場合には、その１年を
経過した日に支払があったものとみなして、源泉徴収を行うことになっています（所法１８１②）。

１ 上場株式等の配当等の場合
  源泉徴収税率は、１５.３１５％（支払を受ける者が居住者の場合は他に住民税５％）です。

１ （注）  発行済株式の総数等の３％以上に相当する数又は金額の株式等を有する個人が支払を受ける上場株式等の配当等
については、この制度の対象となりません（下記「２ 上場株式等以外の配当等の場合」に該当することになります）。

     ２     「上場株式等の配当等」には、証券取引所（金融商品取引所）に上場されている株式や店頭売買登録銘柄として
登録されている株式についての配当のほか、特定株式投資信託や公募株式投資信託の収益の分配、特定投資法人の
投資口の配当等などが含まれます。詳しくは、国税庁ホームページに掲載されている「源泉徴収のあらまし」をご
参照ください（「源泉徴収のあらまし」は冊子による提供も行っています。）。

２ 上場株式等以外の配当等の場合
  源泉徴収税率は、２０.４２％（住民税なし）です。

 非居住者又は外国法人に支払う所得の源泉徴収事務は、非居住者又は外国法人に対して国内源泉所得のう
ち源泉徴収の対象となる国内源泉所得を支払う際に、一定の税率により所得税及び復興特別所得税を徴収し
て納付する事務です。
 なお、源泉徴収の対象となる国内源泉所得の種類と税率等は次のとおりです（所法２４、１６１、２１２、２１３、
措法８の２、９の３、９の３の２、３７の１１の４、３７の１１の６、４１の９、４１の１２、４１の１２の２、４１の２２、復興
財確法２８、３１）。

Ⅱ 内国法人に対して支払う報酬・料金等 （所法１７４、１７５、２１２③、２１３②、所令２９８、２９９、
  復興財確法２８、３１）

源泉徴収の対象となる報酬・料金等 税 額 の 計 算 方 法

馬主に支払う競馬の賞金 ｛支払金額－（支払金額×２０％＋６０万円）｝×１０.２１％

第６ 非居住者又は外国法人に支払う所得の源泉徴収事務


